
様式第十号（第十三条関係）

社員

記載要領

　２　「職名」の欄は、被証明者が従事した工事現場において就いていた地位を記載すること。

　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した元請工事名等を具体的に記載すること。

　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

千円

千円

千円

実　務　経　験　の　内　容

工事課長 ○○道路改修工事

〃 □○造成舗装工事

▲▲河川改修工事

□□道路工事

〃 ○▲安全対策工事

　　以上の建設工事（平成６年12月28日前の建設工事にあつては3,000万円以上のもの、昭和59年10月１日前の建設工事にあつては1,500万円以上のもの）

　　１件ごとに記載すること。

使用者の証明を得ることが
できない場合はその理由

合計　　　満　　２年　　１月

　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成し、請負代金の額が4,500万円

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円

48,000千円

50,000千円

〃

　　年　　月から　　年　　月まで千円

　　年　　月から　　年　　月まで

千円

○○省

職　　　　名

千円

▲▲株式会社 46,000千円

千円

〃

55,000千円

実　 務 　経　 験　 年　 数

　　平成２０年４月から平成２０年１０月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

発 注 者 名

○○県 50,000千円

○□県

請負代金の額

○○県

令和　　　○年　　○月　　○日

証 明 者

　青森市長島1丁目1番１号
　青森土木 株式会社
　　代表取締役 青森 太郎

記

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

期 間

　　２１年　７月から２１年１１月まで

　　２２年　６月から２２年１２月まで

　　２３年　１月から２３年　６月まで

青森土木　株式会社 　　　令和２年　３月まで

使用されたS50.1.10 　　　平成５年　４月から

（用紙Ａ４）

被証明者との関係

指 導 監 督 的 実 務 経 験 証 明 書

下記の者は、　　　〇〇　　　工事に関し、下記の元請工事について指導監督的な実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

６月

４月

４月

６月

５月

技 術 者 の 氏 名

使 用 者 の 商 号
又 は 名 称

　　２０年１１月から２１年　３月まで

青森　次郎 生 年 月 日

指導監督的実務経験により特定建設業の専任技術者（又は監理技術者）になる場合に必要な証明書

※実務経験証明者（様式第九号）記載例と同様

元請人として直接請け負っ
た契約の相手方の名称を
具体的に記入する。

１件の請負代金が、4,500万
円以上の元請工事の経験
を記入する。（消費税含む）

経験の内容が明らかになるよう
に、請負契約書等により具体的
な名称を記入する。

工事施工期間は重複しないこと。
指導監督的な実務に従事した期
間を記入する。単に契約工期や
使用期間を書くものではない。

○「特定建設業」の許可を受けようとする場合で、建設業法第１５条第２号ロに該当することにより「専任技術
者」（又は監理技術者）になる場合に作成する。（指定建設業は不可）

○「建設業法第１５条第２号ロ」とは
許可を受けようとする業種について、建設業法第７条第２号イ、ロ、ハのいずれかに該当し、かつ１件の請負代

金が4,500万円以上である、発注者から直接請け負った工事に関し、２年以上の指導監督的な実務経験を有する者

○指導監督的実務経験とは
現場代理人、主任技術者、施工監督、工事主任等の立場で、部下等に対して工事の技術面を総合的に指導監督し

た経験をいいます。なお、この実務経験には受注者の立場における経験のほか、発注者側の現場監督技術者等とし
て総合的に指導・監督した経験も含みます。

実務経験年数の合計を記載する。
※計算方法は、 実務経験証明者（様式第九号）
記載例に準じる。


